職員の旅費に関する条例の改正（概要）

総務部人事局企画厚生課
■改正の理由

・　平成23年東北地方太平洋沖地震、平成28年熊本地震及び平成28年10月21日に発生した鳥取県中部を震源とする地震により、府として職員派遣等の
人的支援を行っている。
・　平成23年東北地方太平洋沖地震及び平成28年熊本地震の際は特例条例を制定し同様の旅費を支給したが、今後も同様の災害に係る災害応急対策等のため、職員が出張することが想定されることから、職員の旅費に関する条例を改正する。

■改正の内容
(1)　災害（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二条第一項第一号に定める災害をいう。）が発生した場合において、職員が災害応
急対策等のため任命権者が知事と協議して定める地域に出張したときに、災害対策旅費として１日につき3,970円（災害派遣手当と同額）を支給する。（第６条、第20条）
(2)　被災地域に係る地方公共団体から、災害対策基本法施行令（昭和三十七年政令第二百八十八号）第19条に規定する災害派遣手当を支給される職
員には支給しない。（第20条）

(3)　同一地域内（同一市町村内）における旅行については、鉄道賃、船賃及び車賃は、支給しない。ただし、①一定距離以上の旅行の場合、②やむを得ない事情により多額の鉄道賃等を必要とする場合で実費額が1,100円を超える場合には支給する。（第23条）
(4)　条の追加に伴う条ずれ是正を行う。（目次、第３条等）

■施行期日
・公布の日（平成28年10月21日から適用）
（理由）職員が平成28年10月21日に発生した鳥取県中部を震源とする地震に係る災害応急対策等のための出張から適用するため
■政策アセスメント・制度間調整

・各任命権者及び人事委員会と協議済
・財政課と調整済み
